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中学校社会科公民的分野における社会参画意識を高める指導の工夫 

－価値判断や意思決定する場面を位置付けた学習活動を通して－
 

日出町立日出中学校 阿南 幸一 
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Ⅰ 研究の背景と目的 

 

１ 背景 

 

(1) 現状 

グローバル化の進展や絶え間ない技術革新，少子高

齢化等が進む中で，「成熟社会を迎えた我が国にあって

は，一人一人が持続可能な社会の担い手として，その多

様性を原動力とし，質的な豊かさを伴った個人と社会の

成長につながる新たな価値を生み出していくこと」(注

１)が求められている。 

中学校学習指導要領解説社会編においても，「主権者

として，持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識の

涵養やよりよい社会の実現を視野に課題を主体的に解決

しようとする態度の育成」(注２)が必要であると明記さ

れている。 

そのような中で，平成30年に内閣府が実施した「我

が国と諸外国の若者の意識に関する調査」では，「社会

をよりよくするため，私は社会における問題の解決に関

与したい」，「将来の国や地域の担い手として積極的に政

策決定に参加したい」，「私の参加により，変えてほしい

社会現象が少し変えられるかもしれない」という社会参

画に関する調査項目で，日本の若者は他国と比べて意識

が低い傾向にあることが示された。 

６月に所属校の３年生を対象として，公民的分野に

おける社会参画に関する質問紙調査を実施した。質問紙

調査の結果は，以下の通りである。まず，地域社会への

関心度については，地域社会で起こっている問題や出来

事に関心はあるものの，その問題を解決する政治への関

心は低い傾向にあることが分かった(資料１-①)。次に，

地域社会への参画意識については，地域社会のために役 

 

 

 

 

 

 

 

 

立ちたいという意識はあるものの，その問題解決のため

に関わりたいと思う生徒の割合は，50％未満であった

(資料１-②)。これらの実態は，「我が国と諸外国の若

者の意識に関する調査」での日本の若者の意識と同じ傾

向である。 

以上のことから，地域社会で見られる課題について

は，自分事としてとらえておらず，その解決に向けて主

体的に考えるまでに至っていないことが質問紙調査から

明らかになった。 

 

＜資料１-①＞ 地域社会への関心度に関する質問紙調 

査の結果 

 

 

 

 

 

 

＜資料１-②＞ 地域社会への参画意識に関する質問紙 

調査の結果 

 

 

 

 

 

 

(2) 課題 

前述の実態を踏まえ，地域社会で見られる課題を自

分事としてとらえ，その解決に向けて，主体的に考えよ

うとする態度を育てていく必要があると考える。生徒の

社会参画意識を高めていくためには，地域社会との関わ
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りを意識した課題を追究したり解決したりする活動を取

り入れていく必要がある。 

 

(3) 先行研究 

そこで，注目したのが小原友行の意思決定学習論で

ある。小原は，意思決定過程を「①問題把握②達成すべ

き目的・目標の明確化③すべての実行可能な解決策の作

成④解決策の論理的結果の予測⑤解決策の選択と根拠づ

け⑥決定に基づく行動」の大きく６つに分けた段階的な

意思決定過程により，得られた事実認識をもとにして価

値判断することで，意思決定する力を伸ばすことができ

ると提案している。問題場面での自己の行為を，事実認

識と価値判断に基づいて選択・決定する小原の意思決定

過程は，課題意識を高め，解決策を追究する姿勢を重視

した学習活動であると言える。 

一方で，解決策を追究する場面において，生徒の思

考をどのように深めていくかについては，意思決定過程

を取り入れるだけでは十分とは言えない。そのため，中

学校学習指導要領解説社会編に明記されている「効率」

と「公正」の視点から解決策を追究する活動を通して，

生徒の思考を深めさせていく必要があると考えた。 

そこで，本研究は，中学校社会科公民的分野の「地

方自治」の単元に焦点を当て，社会参画意識を高める指

導の工夫として，小原が提唱する意思決定の考え方を参

考に，「効率」と「公正」の視点から政策案を追究して

いくようにした。 

 

２ 目的 

 

本研究は，生徒の社会参画意識を高めるために，中

学校社会科公民的分野に焦点を当て，地域社会に関する

教材を活用するとともに，主体的に課題解決を図る有効

な意思決定過程を明らかにすることを研究の目的とする。 

 

Ⅱ 仮説 

 

中学校社会科公民的分野において，自分事として社

会的事象をとらえることができる地域教材を用いて，価

値判断や意思決定する場面を位置付け，地域社会へ提言

する学習活動を行うことで，生徒の社会参画意識を高め

ていくことができるであろう。 

 

Ⅲ 方法 

 

１ 検証授業の実施 

日出町立日出中学校３年４組 40 名を対象として，令

和元年 10 月 21 日から 11 月 21 日の間に全５時間の検証

授業を実施した。最終日には，地域社会への提言と併せ

て，質問紙調査も授業の中で行った。 

 

(1) 公民的分野における社会参画意識を高める指導の工 

夫について 

中学校社会科公民的分野における社会参画意識を高

める指導の工夫として，次の３つの手立てを考えた。 

 

①  身近な地域教材の活用 

事前の質問紙調査の結果から，社会的事象を自分事

としてとらえられるよう，身近な地域教材を活用した

(資料２)。その地域教材から自分たちが住んでいる町の

課題を把握させ，その解決策について考えさせていくこ

とが大切であると考えた。 

 

＜資料２＞ 身近な地域教材の活用(一部抜粋) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  ７段階の意思決定過程における学習活動の工夫 

価値判断や意思決定する場面を位置付けた学習活動

を行うために，７段階の意思決定過程(資料３)における

学習活動の工夫を考えた。その際，得られた事実認識を

もとにして価値判断することで，意思決定する力を伸ば

すことができる小原の意思決定の考え方を参考にした。  

それぞれの過程ごとの学習活動の取組や手立てにつ

いては，以下の通りである。 

 

ア 地域社会で見られる課題の認識 

地域社会で見られる課題を自分事としてとらえられ

るよう，身近な地域教材から自分たちが住んでいる町の

課題を把握させるようにした。 
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【 視点① 】身近な地域に関する資料を活用するこ

とが，自分事としてとらえ，地域社会で見られる課

題を把握する手立てとして有効であったか。 

イ 地域社会に必要な政策を検討 

前時の既習事項や生活経験等から「トゥールミン・

モデル」を活用して「町に必要な政策案」を個人で考え

させた。「トゥールミン・モデル」は，「主張」・「根

拠」・「理由付け」の３つを議論の基本要素として図式化

したものである。 

 

ウ 価値判断 

「町に必要な政策案」を立案した後，子育て世代や

高齢者等にどのような効果が期待されるのかを生徒に考

えさせた。その際，「健康・福祉」・「教育・文化」・「防

災・防犯」・「産業振興」・「生活・自然環境」・「その他」

の６つの分野から検討させた。この過程では，「町に必

要な政策案」を多面的・多角的に考察させることを目的

とした。 

 

エ 価値の模索 

前時に個人で価値判断した「町に必要な政策案」を

班の中で発表させた。他者の価値観に触れることで，今

ある自身の価値観に揺さぶりをかけるようにした。この

過程では，価値の「対立」の認識と吟味を目的とした。 

 

オ 価値の整序 

個人で価値判断した政策案をより深く考えさせてい

くために，班で「効率」と「公正」の視点から追究し，

協議させた。この過程では，「その政策が効果的で，税

金等の無駄がないかどうか」という「効率」の視点と，

「公平で，特定の人だけが有益になっていないか，多く

の町民が納得する税金の使い方か」という「公正」の視

点から政策案を追究していくようにした。追究させた後，

町が優先すべき政策案について，班ごとにランキングさ

せ，政策案を決定させた。 

 

カ 合意形成 

各班から出された政策案を６つの分野ごとに整理し，

学級で合意形成を図った。この過程では，各班から出さ

れた政策案を６つの分野に分け，それぞれの分野ごとに

様々な視点から協議し，政策の内容を擦り合わせた。 

 

キ 意思決定 

学級で合意形成を図った政策案の中から，６つの分

野ごとに最も合理的だと考えられる政策案を選び，次時

にその政策案を自治体に提言することを伝えた。 

 

 

＜資料３＞ ７段階の意思決定過程の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域社会への提言 

意思決定過程の中で得た多くの気付きをもとに，学

級で意思決定した政策案を自治体に提言することで，生

徒の社会参画意識を高めていくようにした。 

 

(2) 調査方法 

① 検証授業による仮説の検証 

② 授業観察 

単元を通して，生徒の発言やワークシートの記述内

容を記録し，生徒の思考の変容を見取る。 

③ 一枚ポートフォリオによる評価 

１時間ごとに学習した内容について自己評価をし，

意思決定過程を通しての生徒の思考の変容を見取り，手

立ての有効性を考察する。 

④ 質問紙調査 

検証授業前と後の質問紙調査の結果を比較し，生徒

の意識の変容を見取る。 

 

Ⅳ 結果 

 

１ 検証授業の結果 

 

(1) ７段階の意思決定過程における学習活動の工夫につ

いて 

① 地域社会で見られる課題の認識 

一枚ポートフォリオの地域社会で見られる課題の認

識に関する質問項目において，「日出町の課題を自分事
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【 視点⑤ 】座標軸を活用することが，「効率」と

「公正」の視点から政策案を追究するための手立て

として有効であったか。 

としてとらえ，資料や生活経験等をもとに考えることが

できた」と肯定的な回答した生徒の割合は 100％であっ

た(資料４)。その理由として，「日出町に関する資料を

活用したことで，日出町の課題を把握することができた。

日出町の現状を知ったことで，他人事ではないと思った

から」，「自分たちの生活に直結している問題もあり，他

人事ではないと思ったから」と記述していた。 

 

＜資料４＞ 地域社会で見られる課題の認識に関する質 

問項目の結果 

 

 

 

 

② 地域社会に必要な政策を検討 

 

 

 

 

一枚ポートフォリオの地域社会に必要な政策の検討

に関する質問項目において，「トゥールミン・モデルを

活用したことで，日出町に必要な政策案を既習事項や生

活経験等から考えることができた」と肯定的な回答をし

た生徒の割合は 100％であった(資料５-①)。その理由

として，「トゥールミン・モデルを活用したことで，日

出町の課題を踏まえて，政策案を考えることができたか

ら」，「前時で学習した内容を踏まえて，政策案を考える

ことができたから」と記述していた。トゥールミン・モ

デルを活用したワークシートの記述例については，資料

５-②の通りである。 

 

＜資料５-①＞ 地域社会に必要な政策の検討に関する 

質問項目の結果 

 

 

 

 

＜資料５-②＞ トゥールミン・モデルを活用したワー 

クシ－トの記述例 

 

 

 

 

 

 

③ 価値判断 

 

 

 

一枚ポートフォリオの価値判断に関する質問項目に

おいて，「日出町に必要な政策案を多面的・多角的に考

察することができた」と肯定的な回答した生徒の割合は

100％であった(資料６)。その理由として，「日出町に必

要な政策案を健康・福祉の面から，子育て世代や高齢者，

体の不自由な人たち等の立場から考えることができたか

ら」，「安心して生活できるように，防災・防犯の面から

様々な人たちの立場から政策案を考えることができたか

ら」と記述していた。 

 

＜資料６＞ 価値判断に関する質問項目の結果 

 

 

 

 

④ 価値の模索 

 

 

 

一枚ポートフォリオの価値の模索に関する質問項目

において，「班員が考えた政策案を聴くことで，自分の

考えを広げることができた」と肯定的な回答した生徒の

割合は 100％であった(資料７)。その理由として，「自

分では考えつかなかった政策案を班員から聴いたことで，

自分の考えを広めることができたから」，「班員の意見の

中には，自分では気付かない政策案があったので，自分

の考えに反映することができたから」と記述していた。 

 

＜資料７＞ 価値の模索に関する質問項目の結果 

 

 

 

 

⑤ 価値の整序 

一枚ポートフォリオの価値の整序に関する質問項目

において，「座標軸を活用したことで，効率と公正の視

点から政策案を追究することができた」と肯定的な回答

【 視点② 】既習事項や生活経験等をもとに，トゥ

ールミン・モデルを活用することが，地域社会に必

要な政策案を考えるための手立てとして有効であっ

たか。 

【 視点③ 】地域社会に必要な政策案を多面的・多

角的に考察することが，課題解決のための手立てと

して有効であったか。 

【 視点④ 】他者が考えた政策案の主張を理解し，

今ある自分の価値観に揺さぶりをかけることが，思

考を広げるための手立てとなっていたか。 
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した生徒の割合は 100％であった(資料８-①)。その理

由として，「座標軸を活用したことで，税金の無駄がな

いかという効率の面と，誰にとっても公平な政策案かど

うかという公正の面から政策案を追究することができた

から」，「最初は，町民の雇用を確保するために，企業を

誘致してほしいと思っていたが，日出町の財政状況から

企業立地のための補助金等を継続的に支給するのは難し

いと思った。長期的に見れば，雇用の確保と税収の見込

みはあるが，現時点では財政を先にたて直していく必要

があると思った。財政をたて直さなければ，私たちの生

活へのサービスが行き届かなくなってしまう恐れがある

ため，全員がその政策に納得してくれるとは思わないか

ら」と記述していた。また，小グループでの生徒の発言

記録からも，座標軸を活用して「効率」と「公正」の視

点から追究していた(資料８-②，８-③)。 

 

＜資料８-①＞ 価値の整序に関する質問項目の結果 

 

 

 

 

＜資料８-②＞ 「効率」と「公正」の視点から追究 

した座標軸 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料８-③＞ 「効率」と「公正」の視点から追究し 

た生徒の発言記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 合意形成 

 

 

 

一枚ポートフォリオの合意形成に関する質問項目に

おいて，「各班から出された政策案をよりよいものにす

るために，様々な視点から考えることができた」と肯定

的な回答した生徒の割合は 100％であった(資料９)。そ

の理由として，「他の班が考えた政策案をうまく取り入

れながら，様々な視点から日出町に必要な政策案を考え

ることができたから」，「子育て世代から高齢者まで，ど

うすれば安心して生活できるかを考えながら，政策案を

擦り合わせていくことができたから」と記述していた。 

 

＜資料９＞ 合意形成に関する質問項目の結果 

 

 

 

 

⑦ 意思決定 

 

 

 

一枚ポートフォリオの意思決定に関する質問項目に

おいて，「学級で話し合い，最も合理的だと考えられる

政策案を選ぶことができた」と肯定的な回答した生徒の

割合は 100％であった(資料 10)。その理由として，「持

続可能なまちづくりの視点から学級で話し合ったことで，

分野ごとに最も合理的だと考えられる政策案を選ぶこと

ができたから」，「学級で話し合い，よりよい社会を築い

ていくための政策案を分野ごとに，根拠をもって選ぶこ

とができたから」と記述していた。 

 

＜資料 10＞ 意思決定に関する質問項目の結果 

 

 

 

 

(2) 地域社会への提言について 

 

 

 

一枚ポートフォリオの地域社会への参画意識に関す

る質問項目において，「日出町に必要な政策案を自治体

に提言することで，地域社会と関わろうとする意識をも

つことができた」と肯定的な回答した生徒の割合は

100％であった(資料 11)。その理由として，「今日だけ

でなく，これからも自分たちが住んでいる町や社会に対

して，関心をもって関わっていくことが大切だと思った

【 視点⑦ 】学級で最も合理的だと考えられる政策

案を選ぶことが，焦点化するための手立てとして有

効であったか。 

【 視点 】地域社会に必要な政策を行政へ提言する

ことが，地域社会への参画意識を高めるための手立

てとして有効であったか。 

【 視点⑥ 】各班から出された政策案を整理し，

様々な視点から吟味・調整することが，合意形成を

図る手立てとして有効であったか。 
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から」，「日出町の課題に対して，今後も考えていくこと

が大切だと思ったから」と記述していた。 

 

＜資料 11＞  地域社会への参画意識に関する質問項目 

の結果 

 

 

 

 

 

２ 公民的分野における社会参画に関する事前・事後の 

質問紙調査の結果 

 

(1) 地域社会への関心度について 

「地域社会(日出町)で起こっている問題や出来事に

関心がありますか」という質問項目で「関心がある」と

肯定的な回答をした生徒の割合は，検証授業前と比べて，

事後は 45ポイント上がった。その理由として，「日出町

が財政面以外でも多くの問題を抱えていることが分かっ

たので，無関心ではいけないと思ったから」，「日頃から

地域社会の問題に関心をもって関わっていくことが大切

だと考えたから」と記述していた。 

次に，「今，住んでいる地域(日出町)の政治に関心が

ありますか」という質問項目で「関心がある」と肯定的

な回答した生徒の割合は，検証授業前と比べて，事後は

67 ポイント上がった。その理由として，「日出町の財政

が厳しいことを知り，これからの日出町は私たちのこれ

からに大きく関わっていくことが分かったから」，「地域

住民の一員として，日出町の政治に関わっていくことが

大切だと思ったから」と記述していた(資料 12-①)。 

 

＜資料 12-①＞ 地域社会への関心度に関する事前・ 

事後の質問紙調査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域社会への参画意識について 

「地域社会(日出町)のために，役立つことをしたい

と思いますか」という質問項目で「そう思う」と肯定的

な回答をした生徒の割合は，検証授業前と比べて，事後

は 22 ポイント上がった。その理由として，「生まれ育っ

た町に対して貢献したいという気持ちはあったが，授業

を通して，日出町では問題が蓄積していることが分かっ

たので，自分たちができるところから行動していきたい

と思ったから」，「授業を通して，日出町の問題を少しで

も解決していきたいと思ったから」と記述していた。 

次に，「地域社会の一員として，様々な問題の解決に

関わりたいと思いますか」という質問項目で「そう思

う」と肯定的な回答をした生徒の割合は，検証授業前と

比べて，事後は 53 ポイント上がった。その理由として，

「日出町の現状を知ったことによって，課題解決に向け

て，私たち一人一人が考えて行動していかなければなら

ないと思ったから」，「日出町の課題を少しでも解決でき

るよう，自分たちができるところから関わっていきたい

と思ったから」と記述していた(資料 12-②)。 

 

＜資料 12-②＞ 地域社会への参画意識に関する事前・ 

事後の質問紙調査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 考察 

 

１ 検証授業の考察 

 

(1) ７段階の意思決定過程における学習活動の工夫につ

いて 

地域社会で見られる課題を認識する場面では，「日出

町の現状を知ったことで，他人事ではないと思った」と

いう記述が見られたことから，身近な地域教材を活用し

たことで，地域社会で見られる課題を自分事としてとら
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えることができたのではないかと考える。また，単元を

通して，地域社会に関心をもち，課題解決に向けて主体

的に考えていくことができた。 

地域社会に必要な政策を検討する場面では，資料５-

②が示すように，前時で学習した日出町の課題を踏まえ

た上で，根拠をもとに政策案を考えていたことが読み取

れる。これは，根拠となる事実をもとに結論に導くトゥ

ールミン・モデルの思考ツールを活用したことで，地域

社会に必要な政策案を考えることができたのではないか

と推測される。 

価値判断する場面では，地域社会に必要な政策案を

「健康・福祉」や「産業振興」等の面から，誰にどのよ

うな効果があるのかを具体的に考えていたことから，多

面的・多角的に考察することができたと言える。 

価値の模索の場面では，前時に各自で価値判断した

政策案を互いに聴くことで，自分の考えが深まり，思考

を広げることができたのではないかと考える。 

価値の整序の場面では，資料８-②が示すように，座

標軸の思考ツールを活用し，「効率」と「公正」の視点

から政策案を追究したことで，生徒の思考が深まり，変

容が見られたと考える。例えば，一枚ポートフォリオの

生徒の記述から「最初は，町民の雇用を確保するために，

企業を誘致してほしいと思っていたが，日出町の財政状

況から企業立地のための補助金等を継続的に支給するの

は難しいと思った。長期的に見れば，雇用の確保と税収

の見込みはあるが，現時点では財政を先にたて直してい

く必要があると思った。財政をたて直さなければ，私た

ちの生活へのサービスが行き届かなくなってしまう恐れ

があるため，全員がその政策に納得してくれるとは思わ

ないから」という記述が見られ，生徒の思考に変容があ

ったことが読み取れる。前時までの既習事項を生かし，

日出町の財政状況からどの政策を優先すべきなのか，ど

のような政策をすれば，町民に納得してもらえるのか等，

「効率」と「公正」の視点から追究したことで，生徒の

思考が深まっていったことが分かる。 

小グループでの生徒の発言記録においても，資料８-

③が示すように「老朽化した施設の再利用は，新しい建

物をつくるより税金はかからないよね」，「この施設を再

利用して，子育てや高齢者のための福祉施設等を作ると

みんなから納得してくれると思うけど」という発言があ

ったことから，限られた予算の中で効率よく改善し，誰

に対しても公平になるように政策案を考えていたことが

読み取れる。これは，「効率」と「公正」の視点から政

策案を追究していたと言える。 

合意形成する場面では，各班から出された政策案を

６つの分野ごとに整理し，様々な視点から政策の内容を

擦り合わせたことで，合意形成を図ることができたので

はないかと考える。 

意思決定する場面では，合意形成が図られた政策案

を持続可能なまちづくりの視点から学級で協議したこと

で，最も合理的だと考えられる政策案を分野ごとに選ぶ

ことができたのではないかと考える。 

以上のことから，それぞれの意思決定過程ごとに学

習活動を工夫したことで，生徒の社会参画意識を高めて

いくことができたのではないかと考える。 

 

(2) 地域社会への提言について 

持続可能なまちづくりの視点から，学級で意思決定

した政策案を自治体に提言したことによって，生徒の社

会参画意識を高めていくことができたと考える。 

授業では，日出町長と政策推進課の担当者がゲスト

ティーチャーとして参加して頂いた。学級で意思決定し

た政策案を自治体に提言できたことや，日出町長や政策

推進課の担当者が生徒の意見を真摯に受け止め，政策案

について丁寧に返答して頂いたことによって，生徒の社

会参画意識を高めていくことができたのではないかと推

測される。 

 

２ 公民的分野における社会参画に関する事前・事後の 

質問紙調査の考察 

 

(1) 地域社会への関心度について 

地域社会への関心度に関する質問項目の結果から，

検証授業前と比べて，事後に生徒の地域社会への関心度

が高まったことが読み取れる。この背景には，単元を通

して，日出町が財政面等で多くの問題を抱えていること

を知ったことによって，無関心ではいけないと考えた生

徒が多くいたのではないかと推測される。それゆえ，地

域社会への関心度が高まったのではないかと考える。 

 

(2) 地域社会への参画意識について 

地域社会への参画意識に関する質問項目の結果から，

検証授業前と比べて，事後に生徒の地域社会への参画意

識が高まったことが読み取れる。この背景には，単元を

通して，持続可能なまちづくりの視点から日出町に必要

な政策案について考えたことや，学級で意思決定した政

策案を自治体に提言したことによって，地域社会への参

画意識が高まったのではないかと考える。 
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Ⅵ 研究のまとめ 

 

１ 成果 

 

本研究では，大きく３つの成果が得られた。まず 1

つ目は，身近な地域教材を活用したことで，地域社会で

見られる課題に関心をもち，その解決に向けて，自分た

ちができることを主体的に考えていくことができたこと

である。 

２つ目は，価値判断や意思決定する場面を位置付け，

地域社会へ提言をする学習活動を行ったことで，生徒の

社会参画意識を高めていくことができたことである。特

に，課題解決に向けて考えた７段階の意思決定過程にお

ける学習活動が有効であったと考える。それぞれの過程

ごとに学習活動を工夫したことで，生徒の思考が深まり，

社会参画意識を高めていくことができたと推測される。 

そして，３つ目は，一枚ポートフォリオから学習前

と学習後で，生徒の社会参画意識に変容が見られたこと

である(資料 13)。資料 13 が示すように，学習前は，地

域社会で見られる課題を把握しておらず，一般的な政策

案を考えることに留まっていたことが分かる。その後，

単元を通して，課題解決に向けて政策案を追究し，自治

体に提言したことで，学習後は，政策だけでなく，地域

社会の一員として，主体的に社会と関わっていこうとし

ていることが読み取れる。以上のことから，単元を通し

て，生徒の社会参画意識を高めていくことができたと言

える。 

 

＜資料 13＞ 一枚ポートフォリオの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題 

 

本研究の課題として，生徒の社会参画意識を高めて

いくためには，一時的な取組ではなく，小学校から高等

学校に向かって徐々に高めていく必要があるということ

である。小学校では，「社会的事象について，よりよい

社会を考え主体的に問題解決しようとする態度」(注３)

を養い，中学校では，小学校社会科で学んだ成果を生か

して，「社会的事象について，よりよい社会の実現を視

野に課題を主体的に解決しようとする態度」(注４)を育

成していく必要がある。さらに，高等学校では，「より

よい社会の実現を視野に，現代の諸課題を主体的に解決

しようとする態度」(注５)を育んでいく必要がある。つ

まり，社会参画意識の涵養は，子どもたちの発達段階に

合わせて継続的に促していく必要があると言える。今後

も，主体的に社会に参画しようとする態度を生徒に育成

していけるよう，日々研鑽に励んでいきたい。 
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